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口座管理法および口座登録法について

令和６年４月にマイナンバー制度に関する新しい法律（口座管理法・口座登録法）が施行されまし

た。令和６年４月からは一部のお手続きのみ可能でしたが、令和７年４月よりすべての手続きが可能

となりました。

【 口座管理法とは 】

令和６年４月に施行された金融機関に個人番号（マイナンバー）を届け出る法律で、正式名称は「預貯金者の意思に基づく

個人番号の利用による預貯金口座の管理等に関する法律」といいます。

お客様の意思に基づいて個人番号（マイナンバー）を紐づけることで、「相続や災害など」の際に預貯金口座の所在を特定し

その口座に関する情報提供を受けることができる制度です。

なお、相続照会に際しては照会手数料５，０６０円（税込）がかかります。

※ 口座管理法（デジタル庁リーフレット）

＜個人番号（マイナンバー）をお届けいただいているお客さまにつきましては、これまでにお届けいただいた個人番号

（マイナンバー）を口座管理法の利用目的にも使用させていただきます。

災害発生時や相続時の照会をお申込みいただく際には、改めて口座管理法の利用目的に同意の上、お申込みを承ります。

【 口座登録法とは 】

「公金給付の支給等の迅速かつ確実な実施のための預貯金口座の登録等に関する法律」（口座登録法）に基づいて、

預貯金口座をあらかじめ国に登録して個人番号（マイナンバー）と紐づけることにより、年金、児童手当や所得税の

還付金等、幅広い給付金についてスムーズな申請・給付を受けられます。各種給付金の受取口座のことを「公金受取口座」

と呼びます。

令和７年４月より当金庫でも公金受取口座の登録が可能となりました。ご希望のお客さまは個人番号（マイナンバー）

ご持参の上、お手続きをお願いいたします。

マイナンバーカードをお持ちのかたは、政府が運営するウエブサイトのマイナポータルからも、「公金受取口座」を登録する

ことができます。

※ 口座登録法（デジタル庁リーフレット）

※ 公金受取口座登録制度 | デジタル庁検索 https://www.digital.go.jp

マイナンバー制度については、デジタル庁お問合せ先へご連絡ください。

※ マイナンバー制度に関するお問合せ | デジタル庁検索 https://www.digital.go.jp










	スライド 1

